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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

1 総

認知症対応型
共同生活介護
事業所の整備
に関する事務

第５期介護保険事
業計画に必要とな
る施設等について
前倒し整備し、事
業者に対し必要な
経費を補助する。

事業所

定
例
定
型

整備床数 15床 18床 18床 36,823 18床
適正な施設整備がで
きた。 Ａ

地域密着型サー
ビスの整備に関
する事務

第５期介護保
険事業計画に
必要となる施
設等の整備に
ついて、公募
により事業者
選定を行う。

６５歳
以上の
高齢者

政
策
施設整備数

小規模多機
能型居宅介
護２事業
所、認知症
対応型共同
生活介護１
事業所

認知症対応
型共同生活
介護１事業
所

250,400

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
維
持

1

認知症対応型
共同生活介護
事業所の整備
に関する事務

施設整備に対
する補助金交
付事務

整備床数 18床 18床 36,823
地域密着型サー
ビスの整備に関
する事務

事業者の公募
選定事務

公募箇所数

小規模多機能
型居宅介護１
事業所、定期
巡回・随時対
応型訪問介護
看護１事業所

250,400

業
務
計
画

維
持

2 総
老人福祉管理
業務（庁内共
通事務）

各種老人福祉事業
を適正に推進する
ため、軽自動車２
台等の管理を行
う。

65歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

点検回数/
福寿手帳部
数

２回/
2700部

２回/
2700部

２回/
2700部

916
0回/
4700部

適正に事務が執行で
きている。軽自動車
の点検についは、
24年度に新車が寄
贈されたため実績な
し。

Ａ
老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

各種老人福祉
事業を適正に
推進するた
め、軽自動車
２台等の管理
を行う。

65歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

点検回数
　　　　　

　　２回 ２回 ２回 265 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2
老人福祉管理
業務（庁内共
通事務）

各種老人福祉事
業を推進するた
めの需用費及び
役務費の支出

軽自動車の車
検及び点検の
回数

年２回 年０回 176
老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

各種老人福祉
事業を推進す
るための需用
費及び役務費
の支出

軽自動車の
車検及び点
検の回数

年２回 261
維
持

2
老人福祉管理
業務（庁内共
通事務）

高齢者福祉に対
する関心や理解
を深めていただ
くための福寿手
帳の作成

福寿手帳の作
成部数

年4,700
冊

年4,700
冊

740 №４に分割

2

老人保護措置
費の口座引き
落としに関す
る事務

老人福祉管理業
務（庁内共通事
務）

老人保護措置
費口座引き落
としに関する
事務

口座振替件
数

年６０件 4
維
持

3 総
老人クラブ等
助成事業

老人クラブ活動の
充実と発展を図っ
て、活動及び事業
に対して助成し、
もって老人福祉の
向上に寄与する。

単位老
人クラ
ブ及び
連合会

定
例
定
型

交付時期
平成23年
５月

平成24年
５月

平成24年5
月

11,227
平成24
年６月

高齢者の生きがいづ
くりに成果が出てい
る。今後も成果が見
込める。

Ａ 老人クラブ等助
成事業

老人クラブ活
動の充実と発
展を図って、
活動及び事業
に対して助成
し、もって老
人福祉の向上
に寄与する。

単位老
人クラ
ブ及び
連合会

定
例
定
型

クラブ数 105クラブ 105クラブ 105クラブ 11,818 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

3
老人クラブ等
助成事業

補助金交付事
務（単位老人
クラブ）

交付時期
平成24
年５月

平成24
年６月

4,349
老人クラブ等助
成事業

補助金交付事
務（単位老人
クラブ）

①クラブ数
②交付時期

①105ク
ラブ
②平成
25年５
月

4,536
維
持

3
老人クラブ等
助成事業

補助金交付事
務（老人クラ
ブ連合会）

交付時期
平成24
年５月

平成24
年５月

6,878
老人クラブ等助
成事業

補助金交付事
務（老人クラ
ブ連合会）

交付時期
平成25
年５月

7,282
維
持

3
老人クラブ等
助成事業

老人クラブ等助
成事業

老人クラブの
活性化の検討

検討時期
平成26
年3月

予
算
な
し

4 総
敬老大会等慰
安事業

多年にわたり社会
の発展に寄与して
きた高齢者に敬愛
の意を表し、長寿
を祝うとともに、
敬老祝金を贈呈す
る。

75歳
以上及
び敬老
祝金対
象者

定
例
定
型

①贈呈期間
②招待者数

①８月～１
１月
②21,600

①８月～１
１月
②21,600

①８月～１
１月
②21,600

10,933

①８月～
１１月
②
24,164

高齢者の外出機会を
創出し、交流や仲間
づくりの支援に役
立っている。

Ａ 敬老大会等慰安
事業

多年にわたり
社会の発展に
寄与してきた
高齢者に敬愛
の意を表し、
長寿を祝うと
ともに、敬老
祝金を贈呈す
る。

75歳
以上及
び敬老
祝金対
象者

定
例
定
型

①贈呈金額
②招待者数

①
4,515,00
0円
②23,320
人

①
4,985,00
0円
②23,320
人

①
4,995,00
0円
②23,320
人

12,516 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

4
敬老大会等慰
安事業

敬老大会の開
催

招待者数
年
23,320
人

年
24,164
人

6,730
敬老大会等慰安
事業

敬老大会の開
催

招待者数
年
25,320
人

7,229
維
持

4
敬老大会等慰
安事業

敬老祝金の贈
呈

贈呈期間
H24.8～
11月末
日

H24.8～
11月末
日

4,203
敬老大会等慰安
事業

敬老祝金の贈
呈

贈呈期間
H25.8～
11月末
日

4,547
増
や
す

4
敬老大会等慰安
事業

敬老大会等慰安
事業

高齢者福祉に対
する関心や理解
を深めていただ
くための福寿手
帳の作成

福寿手帳の
作成部数

年4,700
冊

740
維
持

5 総
シルバー人材
センター補助
事業

センターの活動を
充実させるために
運営費を補助し、
就業機会の提供と
高齢者相互の交流
を図る。

シル
バー人
材セン
ター

定
例
定
型

補助金交付
時期

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

33,382

５月、７
月、１０
月、翌年
１月

高齢者の就労の支援
に役立っていて成果
が出ている。

Ａ シルバー人材セ
ンター補助事業

センターの活
動を充実させ
るために運営
費を補助し、
就業機会の提
供と高齢者相
互の交流を図
る。

シル
バー人
材セン
ター

定
例
定
型

補助金交付
時期

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

４月、７
月、１０
月、翌年１
月

33,545 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

5
シルバー人材
センター補助
事業

交付時期
平成24年4、
7、10、平成
25年1月

平成24
年4、
7、10、
平成25
年1月

平成24
年5、
7、10、
平成25
年1月

33,272
シルバー人材セ
ンター補助事業

シルバー人材
センター運営
補助

補助金交付
時期

平成25
年4、
7、10、
平成26
年1月

33,435
あ
り

③外郭団体の経
営改善

30年度

外郭団体見
直し基本方
針に基づく
取り組み期

間

28
以
降

就業機会拡大、
会員確保、財政
基盤強化、組織
機能健全性維
持、事業最適化

維
持

5
シルバー人材
センター補助
事業

県シルバー人
材センター負
担金支出

支払時期
平成24
年５月

平成24
年５月

60
シルバー人材セ
ンター補助事業

県シルバー人
材センター負
担金支出

支払時期
平成25年
５月

60
維
持

5
シルバー人材
センター補助
事業

国シルバー人
材センター負
担金支出

支払時期
平成24
年５月

平成24
年５月

50
シルバー人材セ
ンター補助事業

国シルバー人
材センター負
担金支出

支払時期
平成25
年５月

50
維
持

6 総
高齢者の生き
がいと健康づ
くり推進事業

高齢者の生きがい
と健康づくり活動
の推進とその普及
に資することを目
的に、各種の講
座・教室を開催す
る。

60歳
以上の
高齢者
及び子
ども

定
例
定
型

生きがい教
室の開催

年８回 年８回 年８回 1,144 年８回

高齢者の市民ニーズ
は高く、高齢化が進
む中で、今後も成果
が見込める。

Ａ
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

高齢者の生き
がいと健康づ
くり活動の推
進とその普及
に資すること
を目的に、各
種の講座・教
室を開催す
る。

60歳
以上の
高齢者
及び子
ども

定
例
定
型

教室開催回
数

年８回 年８回 年８回 1,152 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
減
ら
す

6
高齢者の生き
がいと健康づ
くり推進事業

生きがい教室
の開催

開催回数 年８回 年８回 782
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

生きがい教室
の開催

開催回数 年８回 790
あ
り

⑥市役所の変革 26年度

高齢者の生
きがいと健
康づくり推
進委員会の
廃止時期

26

推進委員会廃
止後、老人ク
ラブ連合会と
連携を強化
し、事業運営
を改善する。

減
ら
す

6
高齢者の生き
がいと健康づ
くり推進事業

お年寄りと子
どもの世代間
交流映画会の
開催

開催回数 年１回 年１回 362
高齢者の生きが
いと健康づくり
推進事業

お年寄りと子
どもの世代間
交流映画会の
開催

開催回数 年１回 362
維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

7 総
公衆浴場入浴
サービス事業

在宅の独居老人を
対象に、公衆浴場
入浴券を助成する
ことにより、心身
の健康増進及び福
祉の向上を図る。

65歳
以上の
在宅の
単身者

政
策
交付枚数

年15,000
枚

年15,000
枚

年15,000
枚

7,036
23,238
枚(538
人）

市民ニーズは高く、
ひとり暮らし高齢者
等の増加から、今後
も成果が見込める。

Ａ 公衆浴場入浴
サービス事業

在宅の独居老
人を対象に、
公衆浴場入浴
券を助成する
ことにより、
心身の健康増
進及び福祉の
向上を図る。

65歳
以上の
在宅の
単身者

政
策
利用枚数

年15,000
枚

年15,000
枚

年15,000
枚

6,772 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

7
公衆浴場入浴
サービス事業

入浴券の交付 交付枚数
年
15,000
枚

年
23,238
枚（538
人）

7,036
公衆浴場入浴
サービス事業

入浴券の利用 利用枚数
年
15,000
枚

6,772
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保
27年度

公衆浴場入
浴サービス
事業の方向
性決定年度

27

公衆浴場入浴
サービス事業
の方向性決定
年度

維
持

8 総
生きがいふれ
あいバス運行
事業

高齢者及び障害者
が福祉施設等を利
用する際に、バス
を運行する。

概ね
60歳
以上の
高齢者
及び障
害者

定
例
定
型

運行月数 １２月 １２月 １２月 2,804 １２月

高齢者の市民ニーズ
は高く、高齢化が進
む中で、今後も成果
が見込める。

Ａ 生きがいふれあ
いバス運行事業

高齢者及び障
害者が福祉施
設等を利用す
る際に、バス
を運行する。

概ね
60歳
以上の
高齢者
及び障
害者

定
例
定
型

運行台数 54台 54台 54台 3,240 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

8
生きがいふれ
あいバス運行
事業

高齢者及び障
害者が、老人
福祉施設等を
利用する際に
バスを運行

利用回数 ５４件 ５３件 2,804
生きがいふれあ
いバス運行事業

高齢者及び障
害者が、老人
福祉施設等を
利用する際に
バスを運行

運行台数 ５４台 3,240
維
持

9 総
高齢者生きが
い友の会事業

独身の高齢者が、
相互の親睦を深め
るとともに、孤独
感を解消し生きが
いのある明るい日
常生活を送れるよ
う支援する。

概ね
60歳
以上の
独身高
齢者

定
例
定
型

開催回数 年12回 年12回 年12回 1,533 年12回

市民ニーズは高く、
ひとり暮らし高齢者
等の増加から、今後
も成果が見込める。

Ａ 高齢者生きがい
友の会事業

独身の高齢者
が、相互の親
睦を深めると
ともに、孤独
感を解消し生
きがいのある
明るい日常生
活を送れるよ
う支援する。

概ね
60歳
以上の
独身高
齢者

定
例
定
型

開催回数 年12回 年12回 年12回 1,637 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
高齢者生きが
い友の会事業

毎月の交流会
の運営

開催回数 年12回 年12回 1,533
高齢者生きがい
友の会事業

毎月の交流会
の運営

開催回数 年12回 1,637
維
持

10 総
軽度生活援助
サービス事業

介護保険で自立と
認定されたが、家
事援助が必要とさ
れる高齢者を支援
する。

左記条
件該当
者

政
策
ヘルパー利
用時間

６０時間 ６０時間 ６０時間 0 ０時間

市民ニーズはあるも
のの代替となるサー
ビスが充実しつつあ
り、今後成果は見込
めない。

Ｅ 軽度生活援助
サービス事業

介護保険で自
立と認定され
たが、家事援
助が必要とさ
れる高齢者を
支援する。

左記条
件該当
者

政
策
ヘルパー利
用時間数

６０時間 廃止 廃止 80 未 高 低 低
休・
廃止

あ
り

なし

予
算
な
し

10
軽度生活援助
サービス事業

ホームヘル
パーの派遣

ヘルパー利用
時間

６０時間 ０時間 0
軽度生活援助
サービス事業

ホームヘル
パーの派遣

ヘルパー利用
時間

６０時間 80
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保
25年度

事業廃止時
期 25

地域住民の支え合い
活動の起点である地
区ボランティアセン
ターが１２地区に展
開されるのに合わせ
て、事業を廃止す
る。

予
算
な
し

11 総
緊急通報装置
設置事業

ひとり暮らし高齢
者等で、疾病等に
より日常生活に注
意を要する方を対
象に緊急通報装置
を貸与する。

左記条
件該当
者

定
例
定
型

設置台数 年４００台 年４００台 年４００台 13,645
年３２６
台

市民ニーズは高く、
ひとり暮らし高齢者
等の増加から今後も
成果が見込める。

Ａ 緊急通報装置貸
与事業

ひとり暮らし
高齢者等で、
疾病等により
日常生活に注
意を要する方
を対象に緊急
通報装置を貸
与する。

左記条
件該当
者

政
策

利用者数
（貸与台
数）

４００人
（台）

４００人
（台）

４００人
（台）

15,091 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

11
緊急通報装置
設置事業

緊急通報装置
の貸与

貸与台数
年４００
台

年３２６
台

13,645
緊急通報装置貸
与事業

緊急通報装置
の貸与

貸与台数
年３６０
台

15,091
あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度
訪問調査方
法の変更時

期
26

緊急通報装置貸
与における訪問
調査の役割を地
域包括支援セン
ターに移行す
る。

維
持

12 総
給食サービス
事業

炊事をすることが
困難な高齢者等に
対して、安否確認
を兼ね、週５食を
限度として配食を
実施する。

左記条
件該当
者

政
策
配食数

年20,000
食

年22,000
食

年24,000
食

9,669
年

15,360
食

配食数の増加のみに
とらわれず、同種の
民間サービスと役割
を整理し、広報周知
を図りながら、利用
申請に対して適切に
業務を実施した。

Ａ 給食サービス事
業

炊事をするこ
とが困難な高
齢者等に対し
て、安否確認
を兼ね、週５
食を限度とし
て配食を実施
する。

左記条
件該当
者

政
策
配食数

24,000食
(18,500
食)

25,000食
(18,500
食)

25,000食
(18,500
食)

10,597 未 高 中 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

12
給食サービス
事業

安否確認を兼
ねた昼食また
は夕食の配食

配食数
年
20,000
食

年
15,360
食

9,669
給食サービス事
業

安否確認を兼
ねた昼食また
は夕食の配食

配食数
年
18,500
食

10,597
あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度
訪問調査方
法の変更時

期
26

給食サービスに
おける訪問調査
の役割を地域包
括支援センター
に移行する。

維
持

13 総
寝具類等洗濯
乾燥消毒サー
ビス事業

寝たきり又は認知症
高齢者で失禁のある
方に対して、寝具類
の乾燥を年８回、丸
洗いを年４回実施す
る。

左記条
件該当
者

政
策
年間利用件
数

年１８０件 年１８０件 年１８０件 384
年１０９
件

サービスの広報周知
を図りながら、利用
申請に対して適切に
業務を実施した。

Ａ
寝具類等洗濯乾
燥消毒サービス
事業

寝たきり又は
認知症高齢者
で失禁のある
方に対して、
寝具類の乾燥
を年８回、丸
洗いを年４回
実施する。

左記条
件該当
者

政
策
利用件数 １８０件 １８０件 １８０件 469 未 高 中 高

現状維
持

あ
り

なし
維
持

13
寝具類等洗濯
乾燥消毒サー
ビス事業

寝具の丸洗い
及び乾燥

利用件数
年１８０
件

年１０９
件

384
寝具類等洗濯乾
燥消毒サービス
事業

寝具の乾燥及
び丸洗い

利用件数
年１３６
件

469
あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度
訪問調査方
法の変更時

期
26

寝具類等洗濯乾燥
消毒サービスにお
ける訪問調査の役
割を地域包括支援
センターに移行す
る。

維
持

14 総
高齢者等居住
支援事業

市内の民間住宅に
住んでいて、立ち
退き要求を受けた
高齢者に対して、
新たに住む賃貸住
宅との差額を助成
する。

非課税
世帯の
高齢者

政
策
制度利用人
数

3人 3人 3人 250 0人

助成を必要とする世
帯が無かったため、
実績値は目標値に達
していないが、高齢
化が進む中で、今後
成果が見込める。

Ａ 高齢者等居住支
援事業

市内の民間住
宅に住んでい
て、立ち退き
要求を受けた
高齢者に対し
て、新たに住
む賃貸住宅と
の差額を助成
する。

非課税
世帯の
高齢者

政
策
制度利用人
数

４人 ４人 ４人 1,300 未 高 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持

14
高齢者等居住
支援事業

居住支援 利用人数 3人 0人 250
高齢者等居住支
援事業

居住支援 利用人数 3人 1,300
維
持

15 総
介護予防・健
康づくり事業

民間のスポーツクラ
ブを利用して、筋力
トレーニング、健康
運動、水中ウォーキ
ングを実施し、運動
習慣を定着させる。

６０～
80歳
までの
者

定
例
定
型

開催場所 年５か所 年５か所
教室参加者
数　140人

4,245 年５か所

事業の指標は達成し
ており、高齢化が進
む中で、今後成果が
見込める。

Ａ

介護予防・健康
づくり事業（６
０歳からの
フィットネス教
室）

高齢者に対し
て、介護予
防・運動器機
能の低下防止
のためスポー
ツクラブを利
用して教室の
開催する。

６０歳
以上の
市民

定
例
定
型

教室数 ５か所 ５か所 ５か所 5,401 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

15
介護予防・健
康づくり事業

教室の開催 教室参加者数 １４０人 １１９人 4,245

介護予防・健康
づくり事業（６
１歳からの
フィットネス教
室）

教室の開催 教室参加者 １４人 5,401
維
持

16 総 脳の健康教室

簡単な読み、書き、
計算で脳のトレーニ
ングを実施。週１回
教室への参加と毎日
１５分程度の自宅学
習をする。

概ね７
５歳以
上の者

定
例
定
型

開催回数 年２回 年２回
教室終了者
数　60人

961 年２回

事業の指標は達成し
ており、高齢化が進
む中で、今後成果が
見込める。

Ａ 脳の健康教室

認知症を予防
するため「読
み・書き・計
算」の教材を
活用した教室
の開催する。

６５歳
以上の
市民

定
例
定
型

教室修了者
数

６０人 ６０人 ６０人 1,039 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

16 脳の健康教室 教室の開催 教室修了者数 ６０人 ３６人 961 脳の健康教室 教室の開催
教室数修了
者数

６０人 1,039
維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

17 総
災害時要援護
者支援事業

ひとり暮らしの高
齢者等に対して、
災害時などに地域
の中で支援を受け
られるようにす
る。

概ね６
５歳以
上の者

定
例
定
型

新規登録者
数

１００人 １００人 ５００人 2,922
１,０３
９人

要援護者制度の必要
性について理解が進
んでいる。登録や情
報提供など適切に事
務を行っており成果
が出ている。

Ａ 災害時要援護者
支援事業

ひとり暮らし
の高齢者等に
対して、災害
時などに地域
の中で支援を
受けられるよ
うにする。

概ね６
５歳以
上の者

政
策
新規登録者
数

１３０人 １３０人 １３０人 3,665

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

17
災害時要援護
者支援事業

災害時要援護
者制度の推進

要援護者の新
規登録人数

年５００
人

1,039人 2,366
災害時要援護者
支援事業

災害時要援護
者制度の推進

要援護者の
新規登録人
数

年１３０
人

2,810

業
務
計
画

維
持

17
災害時要援護
者支援事業

講演会・研修
会の開催

開催回数 年２回 年２回 61
災害時要援護者
支援事業

講演会・研修
会の開催

開催回数 年２回 100

業
務
計
画

維
持

17
災害時要援護
者支援事業

交流会の開催 開催地区 ８地区
４地区
（９回）

98
災害時要援護者
支援事業

交流会の開催 開催地区
８地区
(13回）

201

業
務
計
画

増
や
す

17
災害時要援護
者支援事業

要援護者及び
地域支援者へ
の現況確認

確認時期 12月 12月 397
災害時要援護者
支援事業

要援護者及び
地域支援者へ
の現況確認

確認時期 11月 484

業
務
計
画

増
や
す

17
災害時要援護
者支援事業

避難支援プラ
ンの検討

検討時期
25年３
月

25年３
月

0
災害時要援護者
支援事業

制度推進アド
バイザーによ
る避難支援方
策の検討研修

開催回数 年２回 70

業
務
計
画

維
持

18 総
老人保護措置
事業

経済的に困窮し、住
宅等環境状況が悪
く、在宅での生活が
困難な者を養護老人
ホームに入所措置
し、支援する。

概ね６
５歳以
上の者

定
例
定
型

相談件数 年１５件 年１５件 年１５件 85,350 年２件

老人福祉法の規定に
基づき、居宅におい
て養護を受けること
が困難な高齢者を、
養護老人ホームに適
切に措置した。

Ａ
老人保護措置費
の決定・支払・
徴収に関する事
務

老人福祉法の
規定に基づ
き、措置に要
する費用を支
弁し、措置に
係る者等から
費用の全部ま
たは一部を徴
収する。

被措置
者及び
その扶
養義務
者

政
策
措置費の決
定

５１６人 ５２８人 ５４０人 91,941 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

18
老人保護措置
事業

養護老人ホー
ムへの入所に
対する相談、
手続き事務

措置件数（新
規）

年８件 年２件 №21に分割

18
老人保護措置
事業

入所判定委員
会の開催

開催回数 年２回 年１回 37 №21に分割

18
老人保護措置
事業

高齢者虐待防
止ネットワー
ク構築のため
協議会を開催

開催回数 年１回 年１回 №19に分割

18
老人保護措置
事業

養護老人ホーム
入所者の措置費
を決定し、自己
負担金を徴収す
る

入所措置者数 ４２人 ４１人 85,313

老人保護措置費
の決定・支払・
徴収に関する事
務

養護老人ホーム
入所者の措置費
を決定し、自己
負担金を徴収す
る

入所措置者
数
（各月初日
を基準）

５１６人 91,941
増
や
す

18
老人保護措置
事業

養護老人ホーム
入所者の生活状
況を把握し、処
遇方針を決定す
る

訪問調査実施
施設

５箇所 ５箇所 №21に分割

18
老人保護措置
事業

高齢者の福祉
の相談に応
じ、助言等を
行う

新規相談受付
件数

年１２０
件

年１２６
件

№20に分割

19 総
高齢者虐待防
止対策等に関
する事務

№18から分
割

高齢者虐待防止
対策等に関する
事務

高齢者虐待防
止法の規定に
基づき、虐待
を受けている
高齢者の早期
発見、」保護
等に努めると
ともに、養護
者を支援し、
高齢者の権利
擁護を推進す
る。

65歳
以上の
高齢者
及び養
護者

政
策

茅ヶ崎市・
寒川町高齢
者虐待防止
ネットワー
ク連絡協議
会参加団体
数

１４団体 １４団体 １４団体 80

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

寒川町と共
催で虐待防
止ネット
ワーク連絡
協議会を開
催する。

維
持

19
高齢者虐待防
止対策等に関
する事務

高齢者虐待防止
対策等に関する
事務

高齢者虐待防
止ネットワー
ク構築のた
め、協議会を
開催

協議会参加
団体数

１４団体

業
務
計
画

予
算
な
し

19
高齢者虐待防
止対策等に関
する事務

高齢者虐待防止
対策等に関する
事務

講演会の開催 開催回数 １回 40

業
務
計
画

維
持

19
高齢者虐待防
止対策等に関
する事務

高齢者虐待防止
対策等に関する
事務

啓発用リーフ
レットの作成

作成枚数 ７００枚 40

業
務
計
画

維
持

20 総

高齢者の福祉
の相談等に関
する事務
（ケースワー
ク業務）

№18から分
割

高齢者等の福祉
の相談等に関す
る事務（ケース
ワーク業務）

老人福祉法の
規定に基づ
き、福祉事務
所に配属され
たケースワー
カーが高齢者
やその家族等
に相談に応
じ、支援に当
たっていく。

高齢者
及びそ
の家族
等

定
例
定
型

新規相談受
付件数

１２０件 １２０件 １２０件 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

20

高齢者の福祉
の相談等に関
する事務
（ケースワー
ク業務）

高齢者等の福祉
の相談等に関す
る事務（ケース
ワーク業務）

高齢者の福祉
の相談に応
じ、助言等を
行う

新規相談受
付件数

１２０件

予
算
な
し

21 総

養護老人ホー
ムへの入所措
置等に関する
事務

№18から分
割

養護老人ホーム
への入所措置等
に関する事務

老人福祉法の
規定に基づ
き、所定の要
件に該当する
高齢者を養護
老人ホーム若
しくは特別養
護老人ホーム
に措置する。

所定の
要件に
該当す
る高齢
者

政
策
入所措置者
数

４３人 ４４人 ４５人 112 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

21

養護老人ホー
ムへの入所措
置等に関する
事務

養護老人ホーム
への入所措置等
に関する事務

養護老人ホー
ムへの入所に
関する相談、
手続き事務

措置件数
（新規）

年５件

予
算
な
し

21

養護老人ホー
ムへの入所措
置等に関する
事務

養護老人ホーム
への入所措置等
に関する事務

入所判定委員
会の開催

開催回数 年３回 112
維
持

21

養護老人ホー
ムへの入所措
置等に関する
事務

養護老人ホーム
への入所措置等
に関する事務

養護老人ホー
ム入所者の生
活状況を把握
し、処遇方針
を決定する

入所措置者
数

４３人

予
算
な
し

22 総
生活管理指導
短期宿泊事業

身体的には自立してい
るが生活環境や社会的
な理由により在宅生活
が困難な高齢者を短期
間養護老人ホームに入
所させ生活習慣の改善
を図る。

概ね６
５歳以
上の者

政
策
入所日数 年６００日 年６００日 年６００日 365

年１３９
日

認知症、精神疾患等
がありながら在宅生
活を送る高齢者は増
加しており、今後も
ニーズの増加が予想
される。ケースワー
カーが常に事業の実
施体制を整え、対応
した。

Ａ 生活管理指導短
期宿泊事業

身体的には自
立しているが
生活環境や社
会的な理由に
より在宅生活
が困難な高齢
者を短期間養
護老人ホーム
に入所させ生
活習慣の改善
を図る。

概ね６
５歳以
上の者

政
策
入所日数 ６００日 ６００日 ６００日 1,770 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

22
生活管理指導
短期宿泊事業

養護老人ホー
ムへの一時入
所

入所日数
年６００
日

年１３９
日

365
生活管理指導短
期宿泊事業

養護老人ホー
ムへの一時入
所

入所日数
年６００
日

1,770
維
持

23 総
高齢者福祉団
体負担金・補
助金事業

茅ヶ崎市、藤沢
市、寒川町が湘風
園を建設し、協定
を結び施設運営費
等の経費を負担
し、老人福祉の向
上を図る。

養護老
人ホー
ム湘風
園

定
例
定
型

交付時期 ５月 ５月 ５月 10,335
平成24
年6月、
11月

高齢者の市民ニーズ
は高く、高齢化が進
む中で、今後も成果
が見込める。

Ａ 高齢者福祉団体
負担金・補助金

茅ヶ崎市、藤
沢市、寒川町
が湘風園を建
設し、協定を
結び施設運営
費等の経費を
負担し、老人
福祉の向上を
図る。

養護老
人ホー
ム湘風
園

政
策
交付時期 ５月 ５月 ５月 15,444 未 高 高 高

現状維
持

な
し

あり

養護老人
ホーム湘風
園のあり方
等につい
て、湘南広
域都市行政
協議会事務
研究部会で
協議する。

維
持

23
高齢者福祉団
体負担金・補
助金事業

養護老人ホー
ム湘風園への
助成

助成金交付時
期

平成24
年５月、
１０月

平成24
年6月、
11月

10,335
高齢者福祉団体
負担金・補助金

養護老人ホー
ム湘風園への
助成

助成金交付
時期

平成25
年５月、
１０月

15,444
維
持

23
高齢者福祉団
体負担金・補
助金事業

高齢者福祉団体
負担金・補助金

湘風園のあり
方検討

検討会議 随時

予
算
な
し

24 総

在日外国人高
齢者・障害者
等福祉給付金
支給事業

外国籍の高齢者等
で、国民年金を受
けるための要件を
制度上満たすこと
ができない方に、
福祉給付金を支給
する。

制度的
に無年
金の外
国籍高
齢者等

交付人数 年間６人 年間６人 年間６人 880 年間４人

給付を必要とする者
が少なく、実績値は
目標値に達していな
いが、事業の指標を
概ね達成し、成果が
今後見込める。

Ａ
在日外国人高齢
者・障害者等福
祉給付金支給事
業

外国籍の高齢
者等で、国民
年金を受ける
ための要件を
制度上満たす
ことができな
い方に、福祉
給付金を支給
する。

制度的
に無年
金の外
国籍高
齢者等

政
策
交付人数 年間６人 年間６人 年間６人 1,440 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

24

在日外国人高
齢者・障害者
等福祉給付金
支給事業

外国籍を有す
る高齢者及び
障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間５人 年間４人 880

在日外国人高齢
者・障害者等福
祉給付金支給事
業

外国籍を有す
る高齢者及び
障害者に福祉
給付金を交付

交付人数 年間６人 1,440
維
持

25 総
家族介護支援
事業

介護者の疾病等によ
り、在宅介護を受け
られなくなった寝た
きり老人や認知症高
齢者を特別養護老人
ホームに短期入所さ
せて支援する。

左記条
件該当
者

政
策
年間利用件
数

５８日 ５８日 １２０日 4,235 ５３日

介護者の疾病等事業
目的に沿った利用の
みならず、虐待等が
絡む相談も増えてお
り、今後もニーズの
増加が予想される。
ケースワーカーが常
に事業の実施体制を
整え、対応した。

Ａ
緊急短期入所事
業（特別養護老
人ホーム）

介護者の疾病
等により、在
宅介護を受け
られなくなっ
た要支援・要
介護高齢者を
特別養護老人
ホームに短期
入所させて支
援する。

左記条
件該当
者

政
策
利用日数 １２０日 １２０日 １２０日 1,114 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

25
家族介護支援
事業

特別養護老人
ホームへの一
時入所

利用日数 ５８日 ５３日 424
緊急短期入所事
業（特別養護老
人ホーム）

特別養護老人
ホームへの一
時入所

利用日数 １２０日 1,114
維
持

25
家族介護支援
事業

調査事務
調査結果取り
まとめ

25年3月 25年3月 3,811 №26に分割

26 総

在宅高齢者実
態調査及び地
域見守り活動
等の推進

民生委員児童委員
の協力のもと在宅
高齢者実態調査を
実施（３年に１
度）し、ひとり暮
らし高齢者及び高
齢者世帯等の状況
を把握するととも
に実態調査で把握
した内容を活用し
て高齢者の見守
り、安否確認、福
祉サービス案内な
どを行う。

65歳
以上の
高齢者
等

政
策
調査回収率 1

№25から分
割

在宅高齢者実態
調査及び地域見
守り活動等の推
進

民生委員児童
委員の協力の
もと在宅高齢
者実態調査を
実施（３年に
１度）し、ひ
とり暮らし高
齢者及び高齢
者世帯等の状
況を把握する
とともに実態
調査で把握し
た内容を活用
して高齢者の
見守り、安否
確認、福祉
サービス案内
などを行う。

65歳
以上の
高齢者
等

政
策
調査回収率 100% 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

26

在宅高齢者実
態調査及び地
域見守り活動
等の推進

在宅高齢者実態
調査及び地域見
守り活動等の推
進

調査結果の活
用

活用日数
年３６５
日

予
算
な
し

26

在宅高齢者実
態調査及び地
域見守り活動
等の推進

在宅高齢者実態
調査及び地域見
守り活動等の推
進

民生委員・児
童委員との連
携及び情報の
共有

実施期間
26年３
月

予
算
な
し

26

在宅高齢者実
態調査及び地
域見守り活動
等の推進

在宅高齢者実態
調査及び地域見
守り活動等の推
進

次回実態調査
の検討

実施期間
26年３
月

予
算
な
し

27 総
特別養護老人
ホームの整備
に関する事務

老人福祉施設の整
備に要する費用の
一部を助成するこ
とにより、老人福
祉の向上に寄与す
る。

社会福
祉法人

定
例
定
型

公募選定委
員会開催

１回 １回 １回 71,500 2回

高齢者の市民ニーズ
は高く、高齢化が進
む中で、今後も成果
が見込める。

Ａ
老人福祉法の施
設整備に関する
事業

老人福祉施設
の整備に要す
る費用の一部
を助成するこ
とにより、老
人福祉の向上
に寄与する。

社会福
祉法人

政
策
施設整備数 0か所

１か所
(うち地域
密着型１か
所）

1か所 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

27
特別養護老人
ホームの整備
に関する事務

建設費補助 交付時期 24年5月 24年7月 71,500
老人福祉法の施
設整備に関する
事業

特別養護老人
ホーム等の施
設整備

施設整備数 １か所
維
持

28 総

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画策定
事業

国の法律に基づ
き、地域のすべて
の高齢者を対象に
して、生きがいや
健康づくり対策等
に関する計画を策
定する。

在宅の
一般高
齢者

定
例
定
型

高齢者保健
福祉計画・
介護保険事
業計画推進
委員会開催
回数

８回 ８回 ８回 1,318 ５回

第５期茅ヶ崎市高齢
者福祉計画・介護保
険事業計画着実に推
進し成果が出てい
る。

Ａ
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

国の法律に基
づき、地域の
すべての高齢
者を対象にし
て、生きがい
や健康づくり
対策等に関す
る計画を策定
する。

在宅の
一般高
齢者

政
策

高齢者保健
福祉計画・
介護保険事
業計画推進
委員会開催
回数

６回 ８回 ５回 7,414 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

28

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画策定
事業

第６期計画の
検討

検討時期
25年３
月末

25年３
月末

高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

第６期計画の検
討（アンケート
調査の実施）

調査実施時
期

25年10
月

6,505
維
持

28

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画策定
事業

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画推進
委員会運営事
務

審議会開催回
数

５回 ５回 627
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画推進
委員会運営事
務

審議会開催
回数

６回 909
維
持

28

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画策定
事業

庁内連絡会議
運営事務

連絡会開催回
数

４回 ２回
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画策定事業

庁内連絡調整
会議運営事務

連絡会開催
回数

３回

予
算
な
し

28

高齢者福祉計
画・介護保険
事業計画策定
事業

広報紙特集号
の発行

発行回数 １回 １回 691

29 総
老人憩いの家
管理事業

高齢者の自主的な
活動の場を提供す
るとともに、老人
の教養の向上及び
心身の健康増進を
図る。

60歳
以上の
高齢者
等

定
例
定
型

開館日数 年３０６日 年３０６日 年３０６日 77,992
年３０６
日

高齢者の活動拠点と
しての役割のほか
に、外出するきっか
けづくりにも大きな
役割を果たしていて
成果が出ている。

Ａ 老人憩の家管理
事業

高齢者の自主
的な活動の場
を提供すると
ともに、老人
の教養の向上
及び心身の健
康増進を図
る。

60歳
以上の
高齢者
等

政
策
開館日数 年３０６日 年３０６日 年３０６日 76,440 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

29
老人憩の家管
理事業

皆楽荘管理 開館日数
年３０４
日

年３０４
日

14,291
老人憩の家管理
事業

皆楽荘管理 開館日数
年３０６
日

8,605
維
持

29
老人憩の家管
理事業

老人福祉セン
ター管理

開館日数
年３４３
日

年３４３
日

33,158
老人憩の家管理
事業

老人福祉セン
ター管理

開館日数
年３４６
日

31,377
維
持

29
老人憩の家管
理事業

浜須賀会館管
理

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

6,089
老人憩の家管理
事業

浜須賀会館管
理

開館日数
年３０６
日

5,733
維
持

29
老人憩の家管
理事業

萩園いこいの
里管理

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

14,737
老人憩の家管理
事業

萩園いこいの
里管理

開館日数
年３０６
日

20,914
維
持

29
老人憩の家管
理事業

しおさい南湖
管理経費

開館日数
年３０６
日

年３０６
日

9,717
老人憩の家管理
事業

しおさい南湖
管理経費

開館日数
年３０６
日

9,811
維
持

29
老人憩の家管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

老人憩の家管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

予
算
な
し

29
老人憩の家管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
老人憩の家管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

予
算
な
し

29
老人憩の家管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
老人憩の家管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回

予
算
な
し

29
老人憩の家管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年3回

老人憩の家管理
事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設へ
の実地調査
回数

１施設×
年3回

予
算
な
し

30 総
ケアセンター
管理事業

介護を必要とする
在宅の高齢者及び
その家族の福祉の
増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

開館日数 年３０６日 年３０６日 年３０６日 2,099
年３３５
日

高齢者の活動拠点と
しての役割のほか
に、外出するきっか
けづくりにも大きな
役割を果たしていて
成果が出ている。

Ａ ケアセンター管
理事業

介護を必要と
する在宅の高
齢者及びその
家族の福祉の
増進を図る。

要介護
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

開館日数 年３３６日 年３３６日 年３３６日 1,490 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

30
ケアセンター
管理事業

松林ケアセン
ター管理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

1,484
ケアセンター管
理事業

松林ケアセン
ター管理

開館日数
年３３６
日

790
維
持

30
ケアセンター
管理事業

元町ケアセン
ター管理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

478
ケアセンター管
理事業

元町ケアセン
ター管理

開館日数
年３３６
日

200
維
持

30
ケアセンター
管理事業

萩園ケアセン
ター管理

開館日数
年３３５
日

年３３５
日

137
ケアセンター管
理事業

萩園ケアセン
ター管理

開館日数
年３３６
日

500
維
持

30
ケアセンター
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

ケアセンター管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

30
ケアセンター
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
ケアセンター管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

予
算
な
し

30
ケアセンター
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
ケアセンター管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回

予
算
な
し

30
ケアセンター
管理事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

１施設×
年3回

１施設×
年3回

ケアセンター管
理事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設へ
の実地調査
回数

１施設×
年3回

予
算
な
し

31 総

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護保険法の規定
により、市は、介
護保険事業を行う
とともに、各費用
に対する負担割合
に応じた額を負担
する。

被保険
者

定
例
定
型

適切に執行
できなかっ
た件数

年０件 年０件 年０件 1,766,670
適切な額
の算定

適切な額を算定し
た。 Ａ 介護保険事業特

別会計繰出金

介護保険制度
の運営に必要
な経費の財源
を、法令の定
めに従い一般
会計から特別
会計へ支出す
る。

被保険
者

政
策
繰出金執行
回数

１回 １回 １回 1,921,744 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

31

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護特会への
介護給付費繰
出金事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 1,345,758
介護保険事業特
別会計繰出金

保険給付費繰
出金の算定事
務

執行回数 1回 1,447,253
増
や
す

31

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護特会への
職員給費繰出
金事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 245,592
介護保険事業特
別会計繰出金

職員給与費繰
出金の算定事
務

執行回数 1回 285,610
維
持

31

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護特会への
事務費繰出金
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 131,837
介護保険事業特
別会計繰出金

事務費繰出金
の算定事務

執行回数 1回 136,490
維
持

31

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護特会への
地域支援事業
費（包括・任
意事業）繰出
金事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 5,911
介護保険事業特
別会計繰出金

介護予防事業
繰出金の算定
事務

執行回数 1回 7,855
増
や
す

31

介護保険事業
費に係る市の
負担に関する
事務

介護特会への
地域支援事業
費（介護予防
事業）繰出金
事務

適切に執行で
きなかった件
数

年０件 年０件 37,572
介護保険事業特
別会計繰出金

包括的支援事
業・任意事業
繰出金の算定
事務

執行回数 1回 44,536
増
や
す

32 総
介護保険低所
得利用者対策
事業

低所得者対策とし
て、利用者負担1割
に対して一定率を
軽減することによ
り、経済的負担の
軽減を図る。

要綱に
該当す
る低所
得者

定
例
定
型

認定回数及
び支給回数

認定／年１
回
支払／月１
回

認定／年１
回
支払／月１
回

認定／年１
回
支払／月１
回

59

認定／
年１回
支払／
年１回

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 介護保険低所得

利用者対策事業

低所得者で
あっても制度
を利用できる
よう、利用者
負担額の軽減
を行った社会
福祉法人に対
して、軽減額
に応じた扶助
を行う。

低所得
者

政
策
確認証発行
件数

２０件 ２０件 ２０件 100 未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

32
介護保険低所
得利用者対策
事業

社会福祉法人
等による利用
者負担額軽減
事業審査、支
給事務

認定回数及び
支払回数

認定／年
１回
支払／年
１回

認定／年
１回
支払／年
１回

59
介護保険低所得
利用者対策事業

社会福祉法人
等による利用
者負担額軽減
事業審査、支
給事務

確認証の発
行

20件 100
増
や
す

33 総
介護保険事業
特別会計の全
般的事務

介護保険事業特
別会計の全般的
事務

介護保険事業
全般の事務

職員
政
策
非常勤職員
雇用人数

１人 １人 １人 15,131 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
減
ら
す

33
介護保険事業
特別会計の全
般的事務

介護保険事業特
別会計の全般的
事務

介護保険事業の
円滑な運営のた
めの全般的事務

非常勤嘱託
職員の雇用
人数

1人 15,131
あ
り

⑥市役所の変革 26年度
介護保険シ
ステム端末
更新時期

26 廉価な端末へ
の更新

減
ら
す

34 総
介護保険事務
処理システム
改修事業

制度改正等のシス
テム変更について
随時対応する。

被保険
者

定
例
定
型

改修期限 年度末 年度末 年度末 29,914 年度末
適切な時期に改修を
適用し、完了した。 Ａ

介護保険事務処
理システム改修
事業

法改正又は機
能向上のた
め、システム
を改修する。

被保険
者、職
員

政
策
システム改
修期限

年度末 １１月末 なし 8,000 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
減
ら
す

34
介護保険事務
処理システム
改修事業

定期オーバー
ライト、改正
住基法の施行
に伴う改修作
業

改修期限 年度末 年度末 14,452
介護保険事務処
理システム改修
事業

法改正、機能
向上のための
システム改修
事務

改修期限 年度末 8,000
あ
り

⑥市役所の変革
11,000千
円

システム改
修費用の削

減
27 改修費用額の

削減

減
ら
す

34
介護保険事務
処理システム
改修事業

定期オーバー
ライト、改正
住基法の施行
に伴う改修作
業

改修期限 9月末 ７月末 15,462

35 総 賦課徴収事務

介護保険料の公
平・公正な賦課
し、介護保険事業
の財政の安定化を
図る。

１号被
保険者

定
例
定
型

賦課人数
年53,807
人

年55,850
人

年57,891
人

16,357
56,432
人

事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 賦課徴収事務

介護保険料を
公平・公正に
賦課し、財政
を安定させ
る。

第１号
被保険
者

政
策
賦課人数 55,220人 57,555人 59,057人 17,217

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

35 賦課徴収事務
介護保険料の
賦課

賦課人数
年
55,850
人

56,432
人

14,942 賦課徴収事務
介護保険料の
賦課

賦課人数
55,520
人

13,904

業
務
計
画

あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保
2,225千円

仮徴収の廃
止により削
減した賦課
徴収経費の

額

27

納付書の印
刷、郵送等に
要する経費の
削減

維
持

35 賦課徴収事務
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保
98.78%

介護保険料
現年度分収
納率

27 目標収納率の
確保

維
持

35 賦課徴収事務

保険料未納者
に対し戸別訪
問徴収等をす
る

訪問回数 年６回 6回 685 賦課徴収事務

保険料未納者
に対し戸別訪
問徴収等をす
る

訪問回数 6回 1,960

業
務
計
画

維
持

35 賦課徴収事務

被保険者の資
格の取得及び
喪失にかかる
処理をする

処理人数

年取得
4,800人　
　　　喪
失2,100
人

取得
4,620人
喪失
2,118人

223 賦課徴収事務
被保険者の資
格取得及び喪
失の事務処理

処理人数

取得者数
4,500人
喪失者数
2,300人

338

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

35 賦課徴収事務
滞納者に対し
給付の差し止
め等をする

給付制限件数 年０件 ０件 賦課徴収事務

滞納者に対し
給付の差し止
め等の処分の
実施

給付制限件
数

0件

業
務
計
画

予
算
な
し

35 賦課徴収事務

納付された誤
過納保険料に
ついて還付を
する

還付件数
年2,700
件

2883件 485 賦課徴収事務
誤過納保険料
の還付事務

還付件数 3,000件 1,015

業
務
計
画

維
持

35 賦課徴収事務

特別の理由が
ある者に対し
保険料の減免
をする

減免件数 年70件 47件 賦課徴収事務

特別の理由が
ある者に対す
る保険料の減
免

減免件数 50件

業
務
計
画

予
算
な
し

35 賦課徴収事務

被保険者に
よって納付さ
れた保険料の
消込処理をす
る

収納件数
年
336,00
0件

343,89
7件

賦課徴収事務
納付された保険
料の消込処理

消込件数
377,00
0件

業
務
計
画

予
算
な
し

35 賦課徴収事務

保険料の賦課
に必要なコン
ピュータシス
テムの利用等

賦課計算回数 年１２回 12回 22

36 総
介護認定審査
会事務

介護給付を受ける
には、審査会にお
いて認定されるこ
とが必要であり、
国の基準に基づい
た審査を行う。

要介護
認定申
請者

定
例
定
型

年間開催回
数

年272回 年277回 年277回 35,375
年260
回

審査会事務は適正且
つ効果的に執行がで
き、審査請求の提出
もなかった。

Ａ 介護認定審査会
事務

介護給付を受
けるには、審
査会において
認定されるこ
とが必要であ
り、国の基準
に基づいた審
査を行う。

要介護
認定申
請者

政
策

介護認定審
査会開催回
数

年277回 年277回 年300回 40,097

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

36
介護認定審査
会事務

審査請求事務
審査請求の件
数

年０回 年０回
介護認定審査会
事務

審査請求事務
審査請求の
件数

年０回

業
務
計
画

予
算
な
し

36
介護認定審査
会事務

審査会運営事
務

審査会の開催
回数

年277回 年260回 35,375
介護認定審査会
事務

審査会運営事
務

審査会の開
催回数

年277回 40,097

業
務
計
画

維
持

37 総 認定調査事務

認定審査会におい
て、審査判定を公
平公正に行うた
め、認定調査及び
主冶医意見書を収
集する。

要介護
認定申
請者

定
例
定
型

認定申請の
受付とそれ
に伴う認定
調査

年10,878
件

年10,433
件

年9,690件 60,142
年9,072
件

適正に事務を執行で
きており、認定調査
の民間委託を活用す
ることで、より効率
的な事務執行に務め
た。

Ａ 認定調査事務

認定審査会に
おいて、審査
判定を公平公
正に行うため
の資料とし
て、認定調査
及び主冶医意
見書を収集す
る。

要介護
認定申
請者

政
策
認定調査実
施件数

年9,690件
年10,078
件

年10,582
件

65,637 未 高 高 高
現状維
持

位
置
付
け
な
い
が
取
り

組
み
を
進
め
る

なし
増
や
す

37 認定調査事務
認定調査直営
事務

認定調査件数
年1,600
件

年1,579
件

6,580 認定調査事務
認定調査直営
事務

認定調査件
数

年2,150
件

9,884
維
持

37 認定調査事務
認定申請受付
事務

受付件数
年
10,433
件

年9,116
件

認定調査事務
認定申請受付
事務

受付件数
年9,690
件

予
算
な
し

37 認定調査事務
認定有効期間
管理事務

通知の発送回
数

年１２回 年１２回 認定調査事務
認定有効期間
管理事務

通知の発送
回数

年１２回

予
算
な
し

37 認定調査事務
認定調査委託
事務

認定調査件数
年3,100
件

年2,476
件

12,644 認定調査事務
認定調査委託
事務

認定調査件
数

年2,700
件

13,887

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る その他
委託率
28.5％

認定調査の
民間委託の
更なる推進

25

民間委託を更
に推進し、職
員の負担軽減
を図る

なし
増
や
す

37 認定調査事務
認定調査直営
事務

認定調査件数
年5,733
件

年5,017
件

認定調査事務
認定調査直営
事務

認定調査件
数

年4,840
件

予
算
な
し

37 認定調査事務
意見書作成事
務

意見書作成事
務

年
10,433
件

年9,116
件

39,381 認定調査事務
意見書作成事
務

意見書作成
事務

年9,690
件

41,866
増
や
す

37 認定調査事務
介護認定支援
システムの改
修

改修期限 年度末 年度末 1,537

37 認定調査事務

委託認定調査員
への研修及び適
切な助言・指導
の実施

研修受講者数
年間100
人

年間113
人

№38に分割

38 総
要介護認定調
査の適正化の
推進

№37から分
割

要介護認定調査
の適正化の推進

委託認定調査
員への研修及
び適切な助
言・指導の実
施。

要介護
認定申
請者

政
策
研修受講者
数

年100人 年100人 年100人 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

38
要介護認定調
査の適正化の
推進

要介護認定調査
の適正化の推進

委託認定調査員
への研修及び適
切な助言・指導
の実施

研修受講者
数

年間100
人

予
算
な
し

39 総
要介護者に係
る保険給付事
務

介護保険法に基づ
く要介護者への介
護給付

要介護
認定者

定
例
定
型

申請の受理
及び支払回
数

１２回　　　
（年間）

１２回　　　
（年間）

１２回
（年間）

9,575,005 12回
事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 要介護者にかか

る保険給付

要介護認定者
へ保険給付
（現物給付）
する。

要介護
認定者

政
策
居宅介護支
援計画件数

34271件 35026件 37536件 10,308,849 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

39
要介護者に係
る保険給付事
務

（現物給付事
務）要介護認
定者への給付
費の支給

支払回数
１２回　　
　（年
間）

12回 9,192,730
要介護者にかか
る保険給付

（現物給付事
務）要介護認
定者への給付
費の支給

居宅支援計
画支払件数

34271
件

9,894,796
増
や
す

39
要介護者に係
る保険給付事
務

（一般償還事
務）要介護認
定者への給付
費の支給

申請の受理及
び支払回数

１２回　　
　（年
間）

12回 293
要介護者にかか
る保険給付

（一般償還事
務）要介護者
への給付費の
支給

支払回数 12回 140
維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

39
要介護者に係
る保険給付事
務

福祉用具購入
費及び住宅改
修費支給事務

申請の受理及
び支払回数

１２回　　
　（年
間）

12回 43,658
要介護者にかか
る保険給付

福祉用具購入
費及び住宅改
修費支給事務

支払回数 12回 64,882
増
や
す

39
要介護者に係
る保険給付事
務

居宅サービス
計画等につい
ての説明・助
言・指導事務

相談件数
１００件
（年間）

１００件
要介護者にかか
る保険給付

居宅サービス
計画等につい
ての説明・助
言・指導事務

相談件数 100件

予
算
な
し

39
要介護者に係
る保険給付事
務

要介護認定者
等の電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
３００件
（年間）

３００件

39
要介護者に係
る保険給付事
務

給付実績の点
検及び居宅
サービス計画
の点検事務

点検回数
１０回
（年間）

12回

39
要介護者に係
る保険給付事
務

第三者行為の
国保連合会へ
求償事務委託

国保連への委
託件数

３件 １件
要介護者にかか
る保険給付

第三者行為の
国保連合会へ
求償事務委託

国保連への
委託件数

3件

予
算
な
し

39
要介護者に係
る保険給付事
務

食費・居住費
等の減額事務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 0件 323,898
要介護者にかか
る保険給付

食費・居住費
等の減額事務

申請の処理
不作為件数

0件 347,631
増
や
す

39
要介護者に係
る保険給付事
務

旧措置入所者
に係る特例事
務

適切に受付及
び減額できな
かった件数

年０件 0件 1,400
要介護者にかか
る保険給付

旧措置入所者
に係る特例事
務

申請の処理
不作為件数

0件 1,400
維
持

39
要介護者に係
る保険給付事
務

事業者の調査
事務

調査回数 年２回 4回
要介護者にかか
る保険給付

事業者の調査
事務

調査回数 2回

予
算
な
し

39
要介護者に係
る保険給付事
務

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0件
要介護者にかか
る保険給付

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

申請の処理
不作為件数

0件

予
算
な
し

39
要介護者に係
る保険給付事
務

給付状況の把
握のためのコ
ンピュータシ
ステムの利用
等

給付実績受信
回数

年１２回 12回 13,003

39
要介護者に係
る保険給付事
務

東日本大震災
の被災者の利
用者負担額の
軽減

対象者数 1人 1人 23

40 総
要支援者に係
る保険給付事
務

介護保険法に基づ
く要支援者への予
防給付

要支援
認定者

定
例
定
型

申請の受理
及び支払回
数

１２回　　　
（年間）

１２回　　　
（年間）

１２回
（年間）

1,001,095 12回
事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 要支援者にかか

る保険給付

要支援認定者
へ保険給付
（現物給付）
する。

要支援
認定者

政
策
介護予防支
援計画件数

22959件 23883件 24960件 1,036,357 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

40
要支援者に係
る保険給付事
務

（現物給付事
務）要支援認
定者への給付
費の支給

支払回数 年１２回 12回 968,711
要支援者にかか
る保険給付

（現物給付事
務）介護予防
支援計画件数

支払件数
22959
件

997,366
増
や
す

40
要支援者に係
る保険給付事
務

（一般償還事
務）要支援認
定者への給付
費の支給

申請の受理及
び支払回数

年１２回 12回 48
要支援者にかか
る保険給付

（一般償還事
務）ケアプラ
ンのないサー
ビス利用に対
する申請の受
理、内容の審
査及び支払

支払回数 12回 60
維
持

40
要支援者に係
る保険給付事
務

福祉用具購入
費及び住宅改
修費支給事務

申請の受理及
び支払回数

年１２回 12回 30,241
要支援者にかか
る保険給付

（福祉用具購
入費及び住宅
改修費支給事
務）申請の受
理、内容の審
査及び支払

支払回数 12回 37,565
増
や
す

40
要支援者に係
る保険給付事
務

居宅サービス
計画等につい
ての説明・助
言・指導事務

相談件数
年１００
件

１００件
要支援者にかか
る保険給付

（介護予防
サービス計画
に関するこ
と）介護予防
サービス計画
やケアマネジ
メントについ
ての説明・助
言・指導事務

相談件数 100件

予
算
な
し

40
要支援者に係
る保険給付事
務

要支援認定者
等の電話・窓
口・訪問によ
る相談業務

相談件数
年３００
件

３００件

40
要支援者に係
る保険給付事
務

給付実績の点
検及び居宅
サービス計画
の点検事務

点検回数 年２０回 12回

40
要支援者に係
る保険給付事
務

第三者行為の
国保連合会へ
求償事務委託

国保連への委
託件数

年３件 ０件
要支援者にかか
る保険給付

第三者行為の
国保連合会へ
求償事務委託

国保連への
委託件数

1件

予
算
な
し

40
要支援者に係
る保険給付事
務

食費・居住費
等の減額事務

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0件 735
要支援者にかか
る保険給付

食費・居住費
等の減額事務

申請の処理
不作為件数

0件 1,366
増
や
す

40
要支援者に係
る保険給付事
務

事業者の調査
事務

調査回数 年２回 4回
要支援者にかか
る保険給付

事業者の調査
事務

調査回数 2回

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

40
要支援者に係
る保険給付事
務

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

適切に受付及
び認定できな
かった件数

年０件 0件
要支援者にかか
る保険給付

罹災者等に対
する利用者負
担割合の軽
減・免除

申請の処理
不作為件数

0件

予
算
な
し

40
要支援者に係
る保険給付事
務

給付状況の把
握のためのコ
ンピュータシ
ステムの利用
等

給付実績受信
回数

年１２回 12回 1,360

41 総
高額介護サー
ビス費の支給
事務

介護保険法に基づ
き、利用者負担額
が一定の上限額を
超えた場合、申請
により超えた分を
支給

要介護
(要支
援)認
定者

定
例
定
型

支給回数
１２回　　　
（年間）

１２回　　　
（年間）

１２回
（年間）

199,285 12回
事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ

高額介護サービ
ス費、高額医療
合算介護サービ
ス費の支給

利用者負担額
が上限額を超
えた場合、申
請に基づいて
超えた部分を
支給する。

自己負
担額が
高額と
なった
要介護
当人知
恵者

政
策

高額介護
サービス費
支給件数

18538件 19908件 21421件 219,808 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

41
高額介護サー
ビス費の支給
事務

法に基づく高
額介護サービ
ス費等の申請
受付及び審
査、支給

支給回数 年１２回 １２回 199,014

高額介護サービ
ス費、高額医療
合算介護サービ
ス費の支給

高額介護サー
ビス費等の申
請受付及び審
査、支払

支払件数
18538
件

219,808
増
や
す

41
高額介護サー
ビス費の支給
事務

給付状況の把
握のためのコ
ンピュータシ
ステムの利用
等

給付実績受信
回数

年１２回 １２回 271

42 総

国保連の審査
に対する支払
手数料に関す
る事務

介護保険法に基づ
く介護報酬の請求
審査等

神奈川
県国民
健康保
険団体
連合会

定
例
定
型

共同処理受
給者台帳情
報の修正回
数

１２回　　　
（年間）

１２回　　　
（年間）

１２回
（年間）

9,514 12回
事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 保険請求に関す

る審査支払業務

介護報酬請求
に対する審査
を行う。

国保連
合会

政
策
国保連審査
件数

22万件 23万件 25万件 13,019 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

42

国保連の審査
に対する支払
手数料に関す
る事務

国保連との各
種データの授
受

各種データの
授受回数

５回/月 ５回/月 9,514
保険請求に関す
る審査支払業務

審査事務の委託 審査件数 22万件 13,019
増
や
す

42

国保連の審査
に対する支払
手数料に関す
る事務

国保連との共
同処理受給者
台帳情報の修
正・臨時対応

共同処理受給
者台帳情報の
修正回数

１２回　　
　（年
間）

１２回
保険請求に関す
る審査支払業務

国保連への受
給者台帳情報
の送信、修正

受給者台帳
情報の修正
情報伝送回
数

12回

予
算
な
し

43 総
すこやか支援
プログラム事
業

要介護になるおそ
れのある高齢者に
通所・訪問事業を
実施する。

要介護
になる
おそれ
の高齢
者

定
例
定
型

事業への参
加率

事業参加対
象者の
10％

事業参加対
象者の
10％

事業参加対
象者の
10％

31,220
事業への
参加率

回収率は、目標を上
回ったが、参加者
は、6.2％と目標を
下回った。

Ｃ すこやか支援プ
ログラム事業

虚弱な高齢者
が通所または
訪問の介護予
防プログラム
事業を実施す
ることにより
生活機能を維
持・向上させ
る。

要支
援、要
介護に
なるお
それの
高い高
齢者

政
策
事業への参
加率

事業参加対
象者の
5.9％

事業参加対
象者の
6.7％

事業参加対
象者の
7.3％

43,131

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

新
た
に
位
置
付
け
る

なし
増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

すこやか支援
プログラム対
象者の把握

基本チェック
リストの回収
率

65％ 71％ 18,325
すこやか支援プ
ログラム事業

すこやか支援
プログラム対
象者の把握

基本チェッ
クリストの
回収率

75％ 18,700

業
務
計
画

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

運動器機能向
上事業の実施

参加者数 年145人 年146人 7,825
すこやか支援プ
ログラム事業

運動器機能向
上事業の実施

参加者数 年240人 16,324

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

その他 年240人
事業参加者
の増加 25

送迎を多くす
るなど事業内
容を改善す
る。

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

栄養改善・口
腔機能向上複
合事業の実施

参加者数 年35人 年24人 1,351
すこやか支援プ
ログラム事業

栄養改善・口
腔機能向上複
合事業の実施

参加者数 年40人 1,276

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

その他 年40人
事業参加者
の増加 26

複合型事業に
するなど事業
内容を改善す
る。

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

認知症予防事
業の実施

参加者数 年55人 年69人 3,114
すこやか支援プ
ログラム事業

認知症予防事
業の実施

参加者数 年80人 5,441

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

その他 年80人
事業参加者
の増加 25

送迎を多くす
るなど事業内
容を改善す
る。

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

口腔機能向上
事業の実施

参加者数 年24人 年17人 441
すこやか支援プ
ログラム事業

口腔機能向上
事業の実施

参加者数 年28人 919

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

その他 年28人
事業参加者
の増加 26

複合型事業に
するなど事業
内容を改善す
る。

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

うつ病、閉じ
こもりのおそ
れのある高齢
者に対し訪問
指導の実施

延べ人数 年189人 年205人 94
すこやか支援プ
ログラム事業

うつ病・閉じ
こもりのおそ
れのある高齢
者の訪問指導

延べ人数 年189人 326

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

その他 年189人
事業参加者
の増加 25

管理栄養士を
２名臨時雇用
し、訪問回数
を増やしてい
く。

増
や
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

栄養改善のた
めの配食サー
ビスの実施

実施回数 年90回 0 0
すこやか支援プ
ログラム事業

栄養改善のた
めの配食サー
ビスの実施

実施回数 年80回 72

業
務
計
画

減
ら
す

43
すこやか支援
プログラム事
業

すこやか支援
プログラムの
事業評価

調査人数 年100人 年350人 70
すこやか支援プ
ログラム事業

すこやか支援
プログラムの
事業評価

調査人数 年980人 73

業
務
計
画

維
持

44 総
はつらつ健康
プログラム事
業

知識の普及・啓発
と地域の自主的な
活動を支援し、高
齢者の健康の維
持・増進を図る。

６５歳
以上の
高齢者

定
例
定
型

転倒予防教
室実施会場

１６か所 １７か所
参加者
7,200人

16,804 １９ヶ所

転倒予防教室参加者
は、目標の1.3倍と
なり、目標を上回っ
た。

Ａ はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防に関
する知識の普
及及び啓発や
地域における
自主的な介護
予防活動の育
成及び支援を
する。

６５歳
以上の
高齢者

政
策
転倒予防教
室参加者数

7,200人 7,400人 7,600人 21,228

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

44
はつらつ健康
プログラム事
業

転倒予防教室
の実施

参加者数
年7000
人

年9,354
人

14,828
はつらつ健康プ
ログラム事業

転倒予防教室
の実施

参加者数
年7,200
人

18,690

業
務
計
画

増
や
す

44
はつらつ健康
プログラム事
業

（健康維持支
援事業）ケー
ブルテレビで
の介護予防の
情報提供及び
介護予防体操
の普及及び啓
発

放映回数 年２回 年0回
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防の情
報提供・介護
予防体操の普
及啓発

放映回数 年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

44
はつらつ健康
プログラム事
業

介護予防に関
する周知用パ
ンフレットの
作成・配布

配布部数
年4600
部

年5,900
部

258
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防周知
用パンフレッ
トの作成・配
布

配布部数
年2000
部

247

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

44
はつらつ健康
プログラム事
業

介護予防従事
者及びボラン
ティア等研修
の実施

実施回数 年２回 年2回 40
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防従事
者・ボラン
ティア等研修
の実施

実施回数 年２回 44

業
務
計
画

維
持

44
はつらつ健康
プログラム事
業

介護予防講演
会の実施

参加者数 年400人
年1,516
人

435
はつらつ健康プ
ログラム事業

介護予防講演
会の実施

参加者数 年400人 355

業
務
計
画

維
持

44
はつらつ健康
プログラム事
業

地区社協の高
齢者福祉事業
の支援

実施回数 年30回 年34回 1
はつらつ健康プ
ログラム事業

地区社協の高
齢者福祉事業
の支援

実施回数 年30回 27

業
務
計
画

維
持

44
はつらつ健康
プログラム事
業

すこやか支援
プログラム対
象者フォロー
教室

参加者数 年80人 年67人 1,172
はつらつ健康プ
ログラム事業

すこやか支援
プログラム対
象者フォロー
教室

参加者数 年120人 1,769

業
務
計
画

維
持

44
はつらつ健康
プログラム事
業

はつらつ健康
プログラムの
事業評価

調査人数 100人 年400人 70
はつらつ健康プ
ログラム事業

はつらつ健康
プログラムの
事業評価

調査人数 1400人 96

業
務
計
画

維
持

45 総
地域包括支援
センター運営
事務

保健、介護、福祉
という3分野の専門
職が連携し、市町
村や地域の医療機
関、介護（介護予
防）サービス事業
者、ボランティア
などと協力しなが
ら地域の高齢者の
さまざまな相談に
対応する。

６５歳
以上の
高齢者

政
策

整備地区数
・委託型
・基幹型
（市直営）

委託型７か
所

委託型７か
所

委託型９、
基幹型型
（市直営）
１

165,838
委託型７
か所

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ
地域包括支援セ
ンターの設置・
運営に関する事
務

保健、介護、
福祉という3分
野の専門職が
連携し、市町
村や地域の医
療機関、介護
（介護予防）
サービス事業
者、ボラン
ティアなどと
協力しながら
地域の高齢者
のさまざまな
相談に対応す
る。

高齢者
及び家
族

政
策

センターの
整備（地
区）数

委託型９
基幹型（市
直営１）

委託型１２
基幹型（市
直営１）

委託型１２
基幹型（市
直営１）

197,095

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大

位
置
付
け
な
い
が
取
り
組
み
を
進
め
る

なし
増
や
す

45
地域包括支援
センター運営
事務

地域包括支援
センターの設
置

整備か所数
委託型７
か所

委託型７
か所

165,838
地域包括支援
センターの運
営

センターの
運営（地
区）数

委託型９
197,095

業
務
計
画

増
や
す

45
地域包括支援
センター運営
事務

地域包括支援
センターの運
営

センターの
運営数 基幹型１

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

その他 26
委託包括１
２ヶ所の人
材育成

26

委託包括の質
の向上を図る
ためスーパー
ビジョンシス
テムを構築す
る。

増
や
す

45
地域包括支援
センター運営
事務

介護予防ケア
マネジメント
事業

ケアプラン作
成

委託型７
か所
8:30～
17:00

委託型７
か所
8:30～
17:00

介護予防ケア
マネジメント
事業

ケアプラン
作成

委託型９
箇所８：
３０～１
７：００

業
務
計
画

予
算
な
し

45
地域包括支援
センター運営
事務

総合相談支援
事業・権利擁
護事業

相談業務

委託型７
か所
24時間
対応

委託型７
か所
8:30～
17:00

総合相談支援
事業・権利擁
護事業

相談業務

委託型９
か所
24時間
対応

業
務
計
画

予
算
な
し

45
地域包括支援
センター運営
事務

包括的・継続
的マネジメン
ト事業

支援業務

委託型７
か所
8:30～
17:00

委託型７
か所
8:30～
17:00

包括的・継続
的マネジメン
ト事業

支援業務

委託型９
か所
8:30～
17:00

業
務
計
画

予
算
な
し

46 総

地域包括支援
センターの機
能強化に関す
る事務

地域包括支援セ
ンターの機能強
化に関する事務

委託型セン
ターを２６年
度までに１２
地区に１箇所
ずつ設置す
る。市直営に
よる基幹型セ
ンターを２５
年度中に設置
する。

高齢者
及び家
族

政
策

センターの
整備（地
区）数

委託型９
基幹型（市
直営１）

委託型１２
基幹型（市
直営１）

委託型１２
基幹型（市
直営１）

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

46

地域包括支援
センターの機
能強化に関す
る事務

地域包括支援セ
ンターの設置

センターの
整備（地
区）数

委託型９
基幹型
（市直
営）１

予
算
な
し

47 総

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
外複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

公共施設整備・再編計
画に基づき、「地域包
括支援センター青空」
を（仮称）茅ヶ崎市営
小和田住宅外複合施設
へ移転・併設する。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関
協議

関係機関との協議を
実施した。 Ａ

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
外複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

公共施設整
備・再編計画
に基づき、
「地域包括支
援センター青
空」を（仮
称）茅ヶ崎市
営小和田住宅
外複合施設へ
移転・併設す
る。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備

実施設計に
向けた関係
機関協議

実施設計に
向けた関係
機関協議

実施設計に
向けた関係
機関協議

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

47

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
外複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

平成26年度以
降の実施設計や
施設整備に向
け、庁内調整及
び関係機関と協
議

協議回数 ２回 １回

実施設計や施設
整備に向け、庁
内調整及び関係
機関と協議

協議回数 ２回

予
算
な
し

48 総

海岸青少年会
館・福祉会館複
合施設再整備事
業（地域包括支
援センターの移
転・併設）

公共施設整備・再編計
画に基づき、「地域包
括支援センターあい」
を海岸青少年会館・福
祉会館複合施設へ移
転・併設する。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関
協議

関係機関との協議を
実施した。 Ａ

海岸青少年会
館・福祉会館複
合施設再整備事
業（地域包括支
援センターの移
転・併設）

公共施設整
備・再編計画
に基づき、
「地域包括支
援センターあ
い」を海岸青
少年会館・福
祉会館複合施
設へ移転・併
設する。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備

設計に向け
た関係機関
協議

設計に向け
た関係機関
協議

基本設計・
実施設計

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

48

海岸青少年会
館・福祉会館複
合施設再整備事
業（地域包括支
援センターの移
転・併設）

平成26年度以
降の実施設計や
施設整備に向
け、庁内調整及
び関係機関と協
議

協議回数 ２回 １回

実施設計や施設
整備に向け、庁
内調整及び関係
機関と協議

協議回数 ２回

予
算
な
し

49 総

（仮称）浜見平
地区複合施設整
備事業（地域包
括支援センター
の移転・併設）

（仮称）浜見平
地区複合施設整
備事業（地域包
括支援センター
の移転・併設）

公共施設整
備・再編計画
に基づき、
「地域包括支
援センターす
みれ」を（仮
称）浜見平地
区複合施設へ
移転・併設す
る。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備

設計協議・
検討

設計協議・
検討

4月供用開
始

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

49

（仮称）浜見平
地区複合施設整
備事業（地域包
括支援センター
の移転・併設）

実施設計や施設
整備に向け、庁
内調整及び関係
機関と協議

協議回数 ２回

予
算
な
し

50 総

（仮称）松浪地
区複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

（仮称）松浪地
区複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

公共施設整
備・再編計画
に基づき、当
該地区管轄の
地域包括支援
センターを
（仮称）松浪
地区複合施設
へ移転・併設
する。

高齢者
及び家
族

政
策
施設整備 設計 建設工事 供用開始 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

50

（仮称）松浪地
区複合施設整備
事業（地域包括
支援センターの
移転・併設）

実施設計や施設
整備に向け、庁
内調整及び関係
機関と協議

協議回数 ５回

予
算
な
し

51 総
介護保険に係
る任意事業

高齢者が地域にお
いて自立した生活
を営むよう法の趣
旨に反しない限り
地域の実情に応じ
た事業を実施する

65歳
以上の
高齢者
及びそ
の家族

定
例
定
型

実施事業数 ９事業 ９事業 ９事業 22,749
実施事業
数11事
業

高齢者が地域において自立
した生活が営めるように高
齢者安心電話相談事業を
24年度新たに実施した。

Ａ 介護給付費適正
化事業

利用者の自立
に向けたサー
ビス利用と
なっている
か、ケアプラ
ン等の点検を
行う。

被保険
者、居
宅介護
支援事
業者

政
策
ケアプラン
点検件数

１０件 １０件 １０件

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

51
介護保険に係
る任意事業

介護サービス
事業者向け研
修会等の開
催、住宅改修
研修会の開催

知識や情報を
習得するため
に研修会等を
開催

年４回 5回 60
介護給付費適正
化事業

ケアプランの
点検事務

ケアプラン
点検件数

１０件

業
務
計
画

予
算
な
し

51
介護保険に係
る任意事業

高齢者を介護
している家族
に対する教室
の開催

実施回数 年８回 年９回 290 №56に分割

51
介護保険に係
る任意事業

認知症サポー
タ養成講座の
実施

認知症サポー
ター養成数

年480人 年728 181 №60に分割

51
介護保険に係
る任意事業

徘徊高齢者の
ためのネット
ワーク整備

協議会の開催 年２回 年１回 №57に分割

51
介護保険に係
る任意事業

徘徊高齢者へ
のＧＰＳ装置
の貸与

貸与台数 年２０台 年１３台 1,807 №58に分割

51
介護保険に係
る任意事業

慰労金の支給 支給件数 年3件 ０件 0 №61に分割

51
介護保険に係
る任意事業

紙おむつ等の
支給

利用者数 ５０人 ３０人 1,613 №52に分割

51
介護保険に係
る任意事業

成年後見制度
の普及及び啓
発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年２回 年１回 30 №54に分割

51
介護保険に係
る任意事業

家庭裁判所へ
市長による後
見（保佐・補
助）申立

申立件数 年８件 年４件 92 №54に分割

51
介護保険に係
る任意事業

低所得者親族
申立の経費及
び後見人等の
報酬経費助成

報酬助成必要
人数

８名 ４名 1,178 №54に分割

51
介護保険に係
る任意事業

成年後見支援
センターの設
置

設置数 １箇所 １箇所 2,258 №55に分割

51
介護保険に係
る任意事業

成年後見支援
ネットワーク
連絡協議会の
設置・開催

開催回数 年６回 年６回 №55に分割

51
介護保険に係
る任意事業

住宅改修理由
書の申請の受
付及び支払

請求のつど審
査支払回数

月1回 年６回 12 №62に分割

51
介護保険に係
る任意事業

介護サービス
相談員の派遣
及び連絡会の
開催

相談件数

年在宅
600件    
           
施設600
件

年在宅
1,114回　
　施設５
２６回

5,009 №59に分割

51
介護保険に係
る任意事業

市営松林住宅
の入居者に生
活援助員を派
遣する

派遣対象世帯
年１５世
帯

年１５世
帯

2,043 №64に分割

51
介護保険に係
る任意事業

高齢者安心電
話相談事業

周知用カード
作成部数

50,000
枚

54,000
枚

8,176 №53に分割

52 総

介護用品支給
サービス事業
（紙おむつ等
の支給）

№51から分
割

介護用品支給
サービス事業
（紙おむつ等の
支給）

要介護高齢者
を現に介護し
ている家族等
に紙おむつ・
尿取りパッド
を支給する。

要介護
４又は
５の高
齢者を
現に介
護する
家族

政
策
利用者数 ５０人 ５０人 ５０人 2,657 未 高 高 高

現状維
持

あ
り

なし
維
持

52

介護用品支給
サービス事業
（紙おむつ等
の支給）

介護用品支給
サービス事業
（紙おむつ等の
支給）

紙おむつ等の
支給

利用者数 ５０人 2,657
あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度
訪問調査方
法の変更時

期
26

介護用品支給
サービスにおけ
る訪問調査の役
割を地域包括支
援センターに移
行する。

維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

53 総
高齢者安心電
話相談事業

№51から分
割

高齢者安心電話
相談事業

２４時間３６
５日、看護師
やケアマネ
ジャー等の専
門の資格を
持った職員が
介護・健康・
医療等に関す
る電話相談に
対応する。

概ね６
５歳以
上の高
齢者及
びその
家族等

政
策
周知用カー
ド作成枚数

5,000枚 50,000枚 5,000枚 8,151

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

53
高齢者安心電
話相談事業

高齢者安心電話
相談事業

周知用カード
の作成

作成枚数 5,000枚 8,151

業
務
計
画

維
持

54 総

成年後見制度
利用支援事業
（成年後見制
度市長申立て
等）

№51から分
割

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見制度市長
申立て等）

判断能力が不
十分な認知症
高齢者等のう
ち、身寄りが
ない方につい
て、市長が後
見等の審判請
求を行う。

制度の
利用が
必要な
高齢者
等

政
策

成年後見制
度市長申立
て件数

８件 ８件 ８件 3,246

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

54

成年後見制度
利用支援事業
（成年後見制
度市長申立て
等）

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見制度市長
申立て等）

成年後見制度
の普及及び啓
発活動

成年後見制
度の講演会
の実施

年１回 30

業
務
計
画

維
持

54

成年後見制度
利用支援事業
（成年後見制
度市長申立て
等）

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見制度市長
申立て等）

市長による後
見（保佐・補
助）申立

申立件数 年８件 336

業
務
計
画

維
持

54

成年後見制度
利用支援事業
（成年後見制
度市長申立て
等）

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見制度市長
申立て等）

後見人等への
報酬助成

報酬助成人
数

８名 2,880

業
務
計
画

維
持

55 総

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

№51から分
割

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

市民からの成
年後見制度に
かかる相談を
専門的に受け
付ける「成年
後見支援セン
ター」を設
置・運営す
る。

制度の
利用が
検討さ
れる市
民

政
策

成年後見支
援ネット
ワーク連絡
協議会の開
催回数

６回 ６回 ６回 2,258

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

55

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

成年後見支援
センターの設
置

設置数 １箇所 2,258

業
務
計
画

維
持

55

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

成年後見制度利
用支援事業（成
年後見支援セン
ターの運営に関
する事務）

成年後見支援
ネットワーク
連絡協議会の
設置・開催

開催回数 年６回

業
務
計
画

予
算
な
し

56 総
家族介護教室
事業

№51から分
割

家族介護教室事
業

介護方法や介
護者の健康づ
くりなどにつ
いて学ぶ機会
を提供し前向
きに介護に取
り組めるよう
に支援する。

高齢者
を介護
してい
る家族

政
策
参加者数 １２０人 １２０人 １２０人 290

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

56
家族介護教室
事業

家族介護教室事
業

高齢者を介護
している家族
に対する教室
の開催

参加人数 １２０人 240
維
持

56
家族介護教室
事業

家族介護教室事
業

高齢者を介護
している男性
介護者に対す
る教室の開催

参加人数 ２０人 50
維
持

57 総

徘徊高齢者家
族支援サービ
ス事業（ＳＯ
Ｓネットワー
ク）

№51から分
割

徘徊高齢者家族
支援サービス事
業（ＳＯＳネッ
トワーク）

認知症高齢者
が徘徊した時
に家族の元に
帰れるよう関
係機関のネッ
トワークを構
築する。

徘徊高
齢者

政
策
関係団体数 ２０団体 ２０団体 ２０団体 1,470 未 高 高 高

現状維
持

な
し

あり

寒川町と共
催でSOS
ネットワー
ク連絡協議
会を開催す
る。

維
持

57

徘徊高齢者家
族支援サービ
ス事業（ＳＯ
Ｓネットワー
ク）

徘徊高齢者の
ためのネット
ワーク整備

協議会の開
催

２０団体

予
算
な
し

57

徘徊高齢者家
族支援サービ
ス事業（ＳＯ
Ｓネットワー
ク）

徘徊高齢者の
ためのＳＯＳ
ネットワーク
登録

ＳＯＳネッ
トワーク登
録者数

１００人 1,470
維
持

58 総

徘徊高齢者早期
発見位置お知ら
せサービス事業
（ＧＰＳ装置の
貸与）

№51から分
割

徘徊高齢者早期
発見位置お知ら
せサービス事業
（ＧＰＳ装置の
貸与）

認知症高齢者
が徘徊した時
に事故防止を
し早期に探し
出す機器を貸
与し家族が安
心して介護で
きる環境を整
える。

徘徊高
齢者

政
策
利用者数 ２０人 ２０人 ２０人 444 未 高 中 高

現状維
持

あ
り

なし
維
持

58

徘徊高齢者早期
発見位置お知ら
せサービス事業
（ＧＰＳ装置の
貸与）

徘徊高齢者へ
のＧＰＳ装置
の貸与

貸与台数 年２０台 444
あ
り

①事業実施主体
の最適化

26年度
訪問調査方
法の変更時

期
26

徘徊高齢者早期発
見位置お知らせ
サービスにおける
訪問調査の役割を
地域包括支援セン
ターに移行する。

維
持

59 総
介護サービス
相談員派遣事
業

介護サービス相
談員派遣事業

介護施設や在
宅を訪問して
介護サービス
利用者の疑問
や不安を聞く
ことにより介
護サービスの
質の向上を図
る。

施設及
び在宅
で介護
を受け
る高齢
者

政
策
相談件数

施設600人
在宅600人

施設600人
在宅600人

施設600人
在宅600人

5,394 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

59
介護サービス
相談員派遣事
業

介護サービス相
談員派遣事業

介護サービス
相談員の派遣
及び連絡会の
開催

相談件数
在宅600
人 施設
600人

5,394
維
持
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

60 総
認知症サポー
ター養成講座

認知症サポー
ター養成講座

認知症になっ
ても住み慣れ
た場所で安心
して暮らせる
まちづくりを
目的に市民に
認知症の普及
啓発を図る。

市民
政
策

認知症サ
ポーター養
成数

４８０人 ４８０人 ４８０人 153

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

60
認知症サポー
ター養成講座

認知症サポー
ター養成講座

認知症サポー
タ養成講座の
実施

認知症サ
ポーター養
成数

年480人 153

業
務
計
画

維
持

61 総
家族介護慰労
事業

家族介護慰労事
業

介護の必要の
度合いが高い
要介護認定者
等を介護する
家族に対して
慰労金を支給
する。

高齢者
を介護
してい
る家族

政
策
支給件数 ３件 ３件 ３件 300 未 中 中 中

現状維
持

な
し

なし
維
持

61
家族介護慰労
事業

家族介護慰労事
業

慰労金の支給 支給件数 ３件 300
維
持

62 総
福祉用具・住
宅改修支援事
業

福祉用具・住宅
改修支援事業

住宅改修理由
書を作成した
居宅介護支援
事業者に対し
て、作成経費
を支払い。
（他の居宅
サービスの利
用がない場
合）

居宅介
護支援
事業者
等

政
策
年間の支払
件数

50件 50件 50件 100 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

62
福祉用具・住
宅改修支援事
業

福祉用具・住宅
改修支援事業

住宅改修理由
書の申請の受
付及び支払

申請受付件
数

50件 100
維
持

63 総
介護保険事業
者に対する人
材育成

介護保険事業者
に対する人材育
成

介護保険事業
者の質を高め
るため、研修
会を行う。

介護保
険事業
者

政
策
研修会の開
催回数

3回 3回 3回 120

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

63
介護保険事業
者に対する人
材育成

介護保険事業者
に対する人材育
成

研修会の開催 開催回数 3回 120

業
務
計
画

維
持

64 総
高齢者住宅生
活援助員派遣
事業

「シルバーハウジ
ング」として位置
づけのある市営松
林住宅において、
高齢者の暮らしを
支える「生活援助
員」による日常生
活支援サービスの
提供を行うため、
要綱に基づき適正
な事業運営ができ
ると認められる社
会福祉法人へ委託
するもの

市営松
林住宅
に入居
してい
る者

政
策

№51から分
割

高齢者住宅生活
援助員派遣事業

「シルバーハ
ウジング」と
して位置づけ
のある市営松
林住宅におい
て、要綱に基
づき適正な事
業運営ができ
ると認められ
る社会福祉法
人へ高齢者の
暮らしを支え
る「生活援助
員」による日
常生活支援
サービス提供
事業を委託
し、入居者の
自立して安全
かつ快適な生
活を営むこと
ができるよ
う、在宅生活
を支援する。

市営松
林住宅
に入居
してい
る者

政
策
派遣対象世
帯

15世帯 15世帯 15世帯 2,043 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

64
高齢者住宅生
活援助員派遣
事業

高齢者住宅生活
援助員派遣事業

生活支援サー
ビスの提供
（生活指導・相
談、安否確認、一
時的な家事援助、
緊急時の対応等）

生活支援
サービス提
供世帯

15世帯 2,043
維
持

65 総
地域医療福祉
連携懇談会

地域医療福祉
連携懇談会

医療・福祉・
介護の関係者
の連携を強化
し、高齢者が
住な地域で安
心して生活が
できるよう体
制を推進す
る。

医療・
福祉・
介護の
関係機
関

政
策
懇談会参加
団体数

４団体 ４団体 ４団体 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

65
地域医療福祉
連携懇談会

地域医療福祉
連携懇談会

地域医療福祉
連携懇談会

開催回数 年４回

予
算
な
し

66 総

介護保険認定
非該当高齢者
への訪問事業
に関する事務

介護保険認定非
該当高齢者への
訪問事業に関す
る事務

非該当となっ
た高齢者を保
健師が訪問し
て介護や健康
等の相談に応
じながらなが
ら、生活上の
困りごとに対
して支援を行
う。

要介護
認定で
非該当
と判定
された
高齢者

政
策
訪問人数 １００人 １００人 １００人 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

66

介護保険認定
非該当高齢者
への訪問事業
に関する事務

介護保険認定非
該当高齢者への
訪問事業に関す
る事務

介護保険認定
非該当者の訪
問

訪問人数 １００人

予
算
な
し

67 総
事業者支援の
ための情報提
供

事業者支援のた
めの情報提供

サービス事業
者連絡協議会
などで、事業
者に対して法
令、告示、通
知等の介護保
険情報を周知
する。

被保険
者、介
護保険
事業者

政
策
協議会参加
回数

4回 4回 4回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

67
事業者支援の
ための情報提
供

事業者支援のた
めの情報提供

サービス事業
者連絡協議会
への参加

参加回数 ４回

予
算
な
し

68 総
事故報告の徹
底と再発防止

事故報告の徹底
と再発防止のた
めの指導

事故が発生し
た場合、事業
者から迅速に
報告させ、再
発防止を指導
する。

被保険
者、介
護保険
事業者

政
策
事故報告書
作成指導

随時 随時 随時 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

68
事故報告の徹
底と再発防止

事故報告の徹底
と再発防止のた
めの指導

事故報告書の
受理と作成指
導

作成指導時
期

随時

予
算
な
し

69 総
苦情相談窓口
の充実

苦情相談窓口の
充実

利用者の苦情
に対して、状
況を把握し、
解決を探る。

被保険
者

政
策
市の相談窓
口開設日数

244日 244日 243日 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

69
苦情相談窓口
の充実

苦情相談窓口の
充実

苦情・クレー
ムの受付

市の相談窓
口開設日数

244日

予
算
な
し

70 総
介護保険運営
基金への積立
に関する事務

介護保険第１号被
保険者介護保険料
の余剰金を積立る

第１号
被保険
者

定
例
定
型

基金運用益
の積立割合

１００％ １００％ １００％ 136,890 100%
事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 介護保険運営基

金への積み立て

基金の運用益
及び保険給付
費に充てるこ
とがなかった
介護保険料を
基金へ積み立
てる。

第1号
被保険
者

政
策

基金運用益
の積立て割
合

100％ 100％ 1 1,498 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

70
介護保険運営
基金への積立
に関する事務

介護保険第１
号被保険者介
護保険料の余
剰金の積立

保険料余剰金
及び利子の積
み立て割合

１００％ １００％ 91,490
介護保険運営基
金への積み立て

基金運用益の
基金への積み
立て

基金運用益
の積立て割
合

100％ 1,498
維
持

70
介護保険運営
基金への積立
に関する事務

神奈川県から
の財政安定化
基金交付金の
交付額の積立

交付額に対す
る積立割合

１００％ １００％ 45,400

71 総

被保険者保険
料還付金及び
還付加算金に
関する事務

過年度に納付され
た過誤納保険料に
ついて正確かつ迅
速に還付充当処理
を行う。

第１号
被保険
者等

定
例
定
型

保険料還付
額

年4,332千
円

年4,332千
円

年4,332千
円

1,246
1,246千
円

還付すべき額の還付
はできている。 Ａ

被保険者保険料
還付金及び還付
加算金

過年度に納付
された過誤納
保険料につい
て還付充当処
理を行う。

第1号
被保険
者

政
策
還付件数 3000件 3000件 3000件 4,279 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

71

被保険者保険
料還付金及び
還付加算金に
関する事務

過年度に納付
された過誤納
保険料の還付
充当処理

保険料還付額
年4,357
千円

1246千
円

1,246
被保険者保険料
還付金及び還付
加算金

過年度に納付
された過誤納
保険料の還付
充当処理

還付件数 3000件 4,279
維
持

72 総
償還金に関す
る事務

前年度の給付費に
対する国庫負担
金、社会保険診療
報酬支払基金交付
金の受入れ超過額
の返還

国、
県、社
会保険
診療報
酬支払
基金

定
例
定
型

国庫負担金
等の受入れ
超過額の予
算措置

第2回定例
会

第2回定例
会

第2回定例
会

32,751
第3回定
例会

事務を適切に行い、
成果が出ている。 Ａ 償還金

前年度の給付
費に対する国
県支出金、社
会保険診療報
酬支払基金交
付金の受入れ
超過額の返還

国、
県、支
払基金

政
策

確定した償
還金の返還
準備完了時
期

10月 10月 10月 10 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

72
償還金に関す
る事務

国庫負担金等
の受入れ超過
分の算出、予
算措置及び返
還

返還時期
平成２４
年９月議
会

平成２４
年９月議
会

32,751 償還金

国県支出金等
の受入れ超過
分の算出、予
算措置及び返
還

返還準備完
了時期

10月 10
維
持

73 総
地域密着型
サービスに関
する事業

高齢者が住み慣れ
た地域で継続して
生活できるように
するため地域密着
型サービスが創設
され指定・指導監
督が市町村が行
う。

高齢
者・事
業所

定
例
定
型

集団指導等
の実施回数

年３回 年３回 年３回

認知症
対応型
共同生
活介護
2か
所、小
規模多
機能型
居宅介
護2か
所、地
域密着
型介護
老人福
祉施設
1か所
の公募

適切に実施してお
り、成果が出てい
る。

A
地域密着型サー
ビス事業者の指
定・指導等に関
する事務

高齢者が住み
慣れた地域で
継続して生活
できるように
するため地域
密着型サービ
スが創設され
指定・指導監
督が市町村が
行う。

高齢
者・事
業所

定
例
定
型

集団指導回
数
実地指導回
数

集団指導１
実地指導５
～７

集団指導１
実地指導５
～７

集団指導１
実地指導５
～７

250,400 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

73
地域密着型
サービスに関
する事業

事業者の公募
事務

公募か所数

認知症対
応型共同
生活介護
2か所、
小規模多
機能型居
宅介護2
か所、地
域密着型
介護老人
福祉施設
1か所の
公募

認知症対
応型共同
生活介護
2か所、
小規模多
機能型居
宅介護2
か所、地
域密着型
介護老人
福祉施設
1か所の
公募

集団指導等の
実施

集団指導等
の実施回数

集団指導
１
実地指導
５～７

250,400
維
持

701 総

老人保護措置
費口座引き落
としに関する
事務

養護老人ホームに
入所した高齢者の
自己負担金の口座
引落に関する手数
料を支払う。

養護老
人ホー
ム入所
者

定
型
定
例

口座振替件
数

年２４件 年２４件 年２４件 3 年４８件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ №2に統合

701

老人保護措置
費口座引き落
としに関する
事務

老人保護措置
費口座引き落
としに関する
事務

口座振替件数 年２４件 年４８件 3

702 総
成年後見制度
利用支援に関
する事務

成年後見制度の普
及啓発を広く市民
に対して行う

全市民
等

定
例
定
型

成年後見制
度の講演会
の実施

年１回 年１回 年１回 年１回

今後ますますのニー
ズの増加が予想さ
れ、継続的な制度の
普及啓発が不可欠と
なっている。

Ａ №54に統合

702
成年後見制度
利用支援に関
する事務

成年後見制度
の普及及び啓
発活動

成年後見制度
の講演会の実
施

年１回 年１回

74 総
市民後見人の
養成等に関す
る調査・研究

市民後見人の養
成等に関する調
査・研究

市民後見人が
必要とされる
社会的背景を
調査し、市民
後見人養成の
ために必要と
なる研修等の
調査・研究等
を行う

市民及
び関係
機関

政
策

情報収集・
調査研究
（成年後見
支援ネット
ワーク連絡
協議会開催
回数）

年６回 年６回 年６回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

74
市民後見人の
養成等に関す
る調査・研究

市民後見人の養
成等に関する調
査・研究

法人後見に関
する市社会福
祉協議会との
打合せ

打合せ回数 年２回

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 13,492,865 13,492,865 25年度 26年度 27年度 14,747,458 14,747,458

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

高齢福祉介護課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 高齢者の健康でいきいきとした暮らしを支援する

高齢福祉介護課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

74
市民後見人の
養成等に関す
る調査・研究

市民後見人の養
成等に関する調
査・研究

情報収集・調
査研究

成年後見支
援ネット
ワーク連絡
協議会開催
回数

年６回

予
算
な
し

75 総
介護予防・日
常生活支援総
合事業

介護予防・日常
生活支援総合事
業

要介護状態等
となることの
予防または、
要支援状態の
軽減若しくは
悪化の防止及
び地域におけ
る自立した日
常生活を支援
する。

６５歳
以上の
高齢者

政
策

高齢福祉計
画・介護保
険事業計画
開催回数

年５回 年８回 年５回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

75
介護予防・日
常生活支援総
合事業

介護予防・日常
生活支援総合事
業

情報収集・調
査研究

審議会(高
齢者福祉計
画・介護保
険事業計画
推進委員
会）開催回
数

６回

予
算
な
し

76 総 予備費
政
策

予備費 1,000 1,000 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

執行すべ
き状況に
ない

執行なし Ｚ 庁内共通事務
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を部、課とし
て迅速的確に対処
する。

全市民
等

災害応急対策活
動

本市域に、地
震動・津波等
伴う諸現象に
よる同時多発
的災害が発生
した場合に、
被害を軽減
し、応急対策
活動を部、課
として迅速的
確に対処す
る。

全市民
等

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
１０月

４月
１０月

災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し

マニュアル
の検証及び
見直し

４月
１０月

888
災害応急対策
活動

老人福祉施設
の被害状況調
査及び応急対
策（災害等発
生時）

各施設の被害
状況を電話又
は現地調査に
より把握

災害発生
時に把握

災害は発
生してお
らず未実
施。

災害応急対策活
動

老人福祉施設
の被害状況調
査及び応急対
策（災害等発
生時）

各施設の被
害状況を電
話又は現地
調査により
把握

随時

888
災害応急対策
活動

災害時の認知
症老人、寝た
きり老人及び
独居老人の安
否確認及び保
護（災害等発
生時）

民生委員児童
委員の協力に
より要援護者
の安否確認等

災害発生
時に確認

災害は発
生してお
らず未実
施。

災害応急対策活
動

災害時の認知
症老人、寝た
きり老人及び
独居老人の安
否確認及び保
護
（災害等発生
時）

民生委員児
童委員の協
力により要
援護者の安
否確認等

随時

888
災害応急対策
活動

被災老人等の
緊急受入れ施
設として老人
福祉施設の運
営（災害等発
生時）

緊急に保護が
必要な高齢者
を施設との連
携により措置

災害発生
時に措置

災害は発
生してお
らず未実
施。

災害応急対策活
動

被災老人等の
緊急受入れ施
設として老人
福祉施設の運
営
（災害等発生
時）

緊急に保護
が必要な高
齢者を施設
との連携に
より措置

随時

888
災害応急対策
活動

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回 年１回
災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回

888
災害応急対策
活動

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害時発生
時）

特別養護老人
ホーム9箇
所、ケアセン
ター3箇所、
ケアハウス1
箇所、老人保
健施設5箇所
への応援要請

災害発生
時に応援
要請

災害は発
生してお
らず未実
施。

災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害時発生
時）

特別養護老
人ホーム9
箇所、ケア
センター3
箇所、ケア
ハウス1箇
所、老人保
健施設5箇
所への応援
要請

随時

888
災害応急対策
活動

高齢者等の安
否確認方法の
再検証

安否確認方法
の再検証

平成25
年3月

平成25
年3月

災害応急対策活
動

高齢者等の安
否確認方法の
再検証

安否確認方
法の再検証

平成26
年3月


